
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人港湾空港技術研究所の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成24年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　　役員報酬は、独立行政法人評価委員会における業績評価の結果を勘案の上、

　その役員の職務実績に応じた額を支給することとしている。

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第２

号）に基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を実施し

た。
・平成24年4月から国家公務員に準じた率（俸給月額の削減率9.77%）で、
本来の支給額からの減額を実施した（平成26年3月まで）。

・国家公務員の給与見直しに準拠して、平成24年3月に俸給月額を平均

0.5%引き下げた（平成23年4月分から平成24年2月分については平成24年6

月の期末手当で調整）監事

監事（非常勤）

・国家公務員の給与見直しに準拠して、平成24年3月に俸給月額を平均

0.5%引き下げた（平成23年4月分から平成24年2月分については平成24年6

月の期末手当で調整）。



２　役員の報酬等の支給状況

平成２４年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

14,861 9,875 3,767
987
232

（地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

6,121 3,988 1,589
515
29

（地域手当）
（通勤手当）

H24.9.10 ◇

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

11,810 7,796 2,880
780
354

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,653 2,653 （　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入している。
注２：「地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注３：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

３　役員の退職手当の支給状況（平成２４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

役名
その他（内容）

前職

監事

監事
（非常勤）

就任・退任の状況

8,252 5,042 1,880
908
246
176

（地域手当）
（単身赴任）
（通勤手当）

H24.9.11 ◇

法人の長

A理事

B理事

摘　　要法人での在職期間

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った

事由を記入している。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

監事

法人の長

理事A

監事
（非常勤）

理事B



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　業務の効率化、可能な限りの外部委託の促進による人件費抑制を図るとともに、高度な
　研究業務の推進の為の必要な人材の確保を図りつつ、中期目標・中期計画に基づき「行
　政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏まえた人件費の削減を実施する。

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　　国家公務員の給与及び民間企業の水準を考慮するとともに業務実績を十分に反映し、
　手当等の適正な管理に努める。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

　　昇給・昇格の実施及び勤勉手当の支給に際して反映させているところである。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２４年度における給与制度の主な改正点

　　　　人事院勧告を踏まえ次のとおり改正した。
　　　　○平成24年6月に支給する期末手当に関する特例措置

平成24年3月に俸給月額の引き上げ改定のあった者について 平成24年6月期

勤務成績に応じて成績率を増減している。

俸　　給 一定の期間を勤務した職員の勤務成績に応じて、昇給区分を決定している。

　① 人件費管理の基本方針

給与種目
賞与：勤勉手当

（査定分）

制度の内容

　　　　　平成24年3月に俸給月額の引き上げ改定のあった者について、平成24年6月期
　　　　　期末手当から減額調整する。
　　　　○36歳未満の職員について、給与構造改革期間中に昇給を抑制された職員につ
　　　　　いて、平成24年4月に１号俸の回復

　　　国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第２号）に
　　　　基づく国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を講ずることとした。
　　　（職員について）
　　　　○実施期間：平成24年4月～平成26年3月
　　　　○俸給表関係の措置の内容：事務職2級以下・研究職2級以下　（▲4.77％）、
　　　　　 事務職3級から6級まで・研究職3級及び4級・任期付研究員　（▲7.77％）、
　　　　　 事務職7級以上・研究職5級以上（▲9.77％）の減額
　　　　○諸手当関係の措置の内容：役職手当・地域手当・広域異動手当（▲10％）、
　　　　　 期末手当・勤勉手当（▲9.77％）、減額後の俸給月額により算出した俸給連
　　　　　 動手当　（地域手当、広域異動手当、　超過勤務手当）の減額
　　　（役員について）
　　　　○実施期間：【職員について】と同様
　　　　○俸給表関係の措置の内容：▲9.77％の減額
　　　　○諸手当関係の措置の内容：期末手当・勤勉手当（▲9.77％）

【給与再精査を踏まえた措置状況】
国家公務員に準拠した給与規定に基づき支給しており、引き続き、国家公務員に準じて適正
な給与水準となるよう取組んでいる。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

61 43.0 7,252 5,586 162 1,666
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 45.2 6,211 4,752 247 1,459
人 歳 千円 千円 千円 千円

49 42.5 7,506 5,790 141 1,716

人 歳 千円 千円 千円 千円

5
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 36.5 5,792 4,646 107 1,146

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 54.5 3,903 3,903 89 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 61.5 4,597 4,597 0 0

注1：常勤職員については 在外職員 任期付職員及び再任用職員を除く

うち賞与平均年齢
平成２４年度の年間給与額（平均）

総額
区分

常勤職員

うち所定内人員

事務・技術

研究職種

特別事務員

非常勤職員

事務・技術

特別研究員

任期付職員

事務・技術

研究職種

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2：次に上げる区分は、該当者がいないため省略した。
　　在外職員、再任用職員

注3：次に上げる区分中の職種は、該当者がいないため省略した。
　　常勤職員及び任期付研究員、非常勤職員のうち医療職種、教育職種、その他の職種

注4：該当者が２人以下の区分について、当該個人の情報が特定されるおそれのあることから、「平均年齢」以下の事項に
　　ついて記載しない。



②－１

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注2：該当者が４人以下の年齢階層について、第１・第３分位の折れ線を表示していない。
注3：該当者が２人以下の年齢階層について、当該個人の情報が特定されるおそれのあることから、平均給与額の折れ線を

 表示させていない。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

本部課長 2 － － － －

本部課長補佐 3 48.2 － 6,605 －

本部係長 5 43.9 5,428 5,529 5,641

本部主任 1 － － － －

本部係員 1 －

注１：該当者が２人以下のグループについて、当該個人の情報が特定されるおそれのあることから、「平均年齢」以下の事項
　について記載しない。

注2：該当者が４人以下のグループについて、第１・第３分位を表示していない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤
まで同じ。〕

分布状況を示す
グループ

人員 平均年齢 平均

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数
平均給与額
第３四分位
第１四分位
国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人
千円



②－２

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注2：該当者が４人以下の年齢階層について、第１・第３分位の折れ線を表示していない。
注3：該当者が２人以下の年齢階層について、当該個人の情報が特定されるおそれのあることから、平均給与額の折れ線を

 表示させていない。

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

本部研究部長 4 54.5 - 10,636 -

本部研究課長 20 44.5 7,749 8,503 8,905

本部主任研究員 22 40.4 5,163 6,255 7,878

本部研究員 3 28.8 - 3,568 -

注：本部研究課長には、本部研究課長相当職である「領域長」、「チームリーダー」等を含む。
注2：該当者が４人以下のグループについて、第１・第３分位を表示していない。

年間給与の分布状況（研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同
じ。〕

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢 平均

0

2

4

6

8

10

12

14

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数
平均給与額
第３四分位
第１四分位
国の平均給与額

年間給与の分布状況（研究職員） 人
千円



③－１

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 主任 係長
な職位 係員 係員 係長 課長補佐 課長補佐 課長

人 人 人 人 人 人 人

12 該当者なし 1 5 2 2 2
（割合） （　 　　%） （　8.3%） 41.7%） （16.7%） （16.7%） （16.7%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

54～32

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,336～
3475

千円 千円 千円 千円 千円 千円

4,615～
5,641

区分 計 ７級 ８級 ９級 １０級

標準的
な職位 課長 部長 部長 部長

人 人 人 人 人

該当者なし 該当者なし 該当者なし 該当者なし
（割合） （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

注：３級以外の該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最低）」

 職級別在職状況等（平成２５年４月１日現在）（事務・技術職員）

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

注：３級以外の該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、 年齢（最高 最低）」
以下の事項について記載していない。

③－２

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 本部課長 研究部長
な職位 研究員 研究員 主任研究員主任研究員 本部課長 研究部長

人 人 人 人 人 人 人

49 3 11 3 19 13該当者なし
（割合） （6.1%） （22.4%） （6.1%） （38.8%） （26.5%） （　 　　%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

29～28 42～27 35～32 59～38 57～45

千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,924～
2,607

4,364～
3,214

5,088～
4,154

6,542～
5,486

8,518～
6,812

千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,815～
3,425

5,722～
4,172

6,632～
5,454

8,439～
7,267

10,810～
8,801

 職級別在職状況等（平成２５年４月１日現在）（研究職員）

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)



④－１

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

65.8 68.4 67.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.2 31.6 32.9

％ ％ ％

         最高～最低 34.5～33.9 31.9～31.3 43.0～43.0

％ ％ ％

65 683 66.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35 31.7 33.3

％ ％ ％

         最高～最低 39.5～32.4 35.7～29.9 35.6～31.1

④－２

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

60.7 64.8 62.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.3 35.2 37.1

％ ％ ％

         最高～最低 45.7～33.2 49.5～30.5 47.8～32.1

％ ％ ％

64.8 67.5 66.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.2 32.5 33.8

％ ％ ％

         最高～最低 43.4～32.8 40.2～27.9 39.6～30.2

賞与（平成２４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２４年度）における査定部分の比率（研究職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

⑤

対国家公務員（行政職（一）） 96.1
対他法人 90.2

対国家公務員（研究職） 100.1
対他法人 99.1

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職
員)

（事務・技術職員）

（研究職員）

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 ９８．９

参考 学歴勘案　　　　　　 ９８．３
地域・学歴勘案　　　９９．４

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　９６．１

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

国より低い水準となっている。

【主務大臣の検証結果】
俸給表は国と同一となっていることから、引き続き、国家公務員に準じて適正
な給与水準となるよう取組む。

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　５０．５％
（国からの財政支出額　１，２７６百万円、支出予算の総額　２，５２６百万円：
平成2４年度予算）

【検証結果】
今後、国の財政支出に人件費が影響を与えていると認められる場合には、給
与水準の適正化を図るため、役職員の賞与の削減等、必要な措置を検討す
る必要がある。

【累積欠損額について】
累積欠損額　０円（平成2３年度決算）

講ずる措置

引き続き、国に準じて適正な給与水準の維持が図られるよう取組む。



○研究職員

地域勘案　　　　　　 １０６．０

参考 学歴勘案　　　　　　 １０２．８

地域・学歴勘案　　　１０８．４

【累積欠損額について】
累積欠損額　０円（平成23年度決算）

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　１００．１

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

【地域・学歴を勘案した影響】
港湾及び空港の整備等の分野において、世界最先端の実験・研究施設を駆
使して総合的に研究及び技術開発を行っている我が国唯一の機関であるこ
とから、少数精鋭の研究者で業務を行っており、その研究領域に精通した者
を採用しているため、大卒のうち、院卒の職員の割合が高い（７３．５％（対象
人数49人中36人））。さらに、院卒のうち博士号取得者が占める割合が５５．
１％（対象人員49人中27人）と極めて高く、その結果給与水準が高くなってい
る。

【主務大臣の検証結果】
俸給表は国と同一となっていることから、引き続き、国家公務員に準じて適正
な給与水準となるよう取組む。

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　５０．５％
（国からの財政支出額　１，２７６百万円、支出予算の総額　２，５２６百万円：
平成2４年度予算）

【検証結果】
今後、国の財政支出に人件費が影響を与えていると認められる場合には、給
与水準の適正化を図るため、役職員の賞与の削減等、必要な措置を検討す
る必要がある。

講ずる措置

引き続き国の給与改定に沿って適正な給与水準となるように努める。

【平成25年度に見込まれる対国家公務員指数】
　　　　対国家公務員指数　100.1を下回る指数
　　　　年齢・地域・学歴勘案　108.4を下回る指数

その他

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合について】
　　１９．３％（支出総額３,８５８,３８６千円　報酬等支給総額７４４,９７６千円）
【管理職の割合（平成25年4月1日時点）について】
　調査対象者中　４９．０％（対象人員数４９人、管理職員数２４人）
【大卒以上の高学歴者の割合（平成25年4月1日時点）について】
　８３．７％（対象人員数４９人、大卒以上の高学歴者数４１人）



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成24年度）

前年度
（平成23年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注1：「給与、報酬等支給額」とは、常勤役職員に支給された報酬、給与、賞与、その他の手当の合計額であり、総人件費改革の

　　　対象経費である。

注2：「退職手当支給額」とは、常勤役職員に支給された退職手当の支給額である。

注3：「非常勤役職員等給与」とは、非常勤役職員、臨時職員等に支給された給与、諸手当、退職手当の合計額である。

注4：「福利厚生」とは、すべての役員及び職員（非常勤職員等を含む。）に係る法定福利費と法定外福利費の合計額である。

注5：「最広義人件費」とは、注１から注４における各人件費の合計額である。

中期目標期間開始時（平成
23年度）からの増△減

（△8.5） △ 68,909 （△8.5）

（△16.6）

△ 30,396 （△48.6） △ 30,396

区　　分 比較増△減

△ 8,353

給与、報酬等支給総額
744,976 813,885 △ 68,909

（△48.6）

非常勤役職員等給与
126,501 151,670 △ 25,169

△ 132,828

△ 25,169

退職手当支給額
32,139 62,535

（△16.6）

（△7.0）
福利厚生費

111,795 120,148

（△11.6）

（△7.0） △ 8,353

最広義人件費
1,015,411 1,148,239 △ 132,828 （△11.6）



総人件費について参考となる事項

1 給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の増減理由

・給与、報酬等支給総額の対前年度比　△8.5%

・最広義人件費の対前年度比　△11.6%

2 「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）」による人件費削減の取り組み状況

①人件費削減の取り組みに関する事項

　「行政改革の重要方針」を踏まえ、国家公務員に準じた人件費削減を行うこととし、役職員

の給与についても国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを実施する。

②中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直し方針

　前々中期目標期間の最終年度予算額に対し、前中期目標期間の最終年度までに人件費

（退職手当を除く）について５％以上の削減を行った。平成23年度以降についても人件費削

減の取組を引き続き着実に実施する。また、役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造

改革を踏まえた給与体系の見直しを進める。

Ⅳ 法人が必要と認める事項
　「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年８月７日閣議決定）に基づ
き、以下の措置を講ずることとした。

【役員】
・平成25年１月１日以降に退職する役員について、国家公務員に準じた調整率（※１）を設定し、
退職手当支給水準の引下げを実施。
　※１　①退職日が平成25年１月１日～平成25年９月30日　    98/100
　　　　 ②退職日が平成25年10月１日～平成26年６月30日  　92/100
　　　　 ③退職日が平成26年７月１日～　　　　　　　　　　　　     87/100

【職員】
・平成25年１月１日以降に退職する職員について、国家公務員に準じた調整率（※２）を設定し、
退職手当支給水準の引下げを実施。
　※２　①退職日が平成25年１月１日～平成25年９月30日　    98/100
　　　　 ②退職日が平成25年１0月１日～平成26年６月30日　　92/100
　　　　 ③退職日が平成26年７月１日～　　　　　　　　　　　　     87/100

　臨時特例法に基づく国の給与体系の減額改定に伴い、研究所の俸給表等も準ずる規
程を行った。

 給与特例措置による削減額の総額　63,331千円

  臨時特例法の減額改定、人員削減のほか、前年度と比べて退職者が少なかったため、減額と
なった
　また、国の退職手当法改正により研究所も準ずる見直しを行ったため減額となった。

 退職手当見直し措置による削減額の総額　　1,529千円


